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各種経験からの成長実感が大学職員の 
プロアクティブ行動に与える影響

―第２回全国大学事務職員調査の分析を通じて―

木　村　弘　志＊

１．研究の背景１

　大学を取り巻く環境の変化や市場主義に導かれた大学改革の進展等は、高等教育の高コスト構造

とも相俟って、大学経営上の課題の複雑高度化をもたらしてきた（大場 2014; 山本清 2010; 山本

眞一 2013）。そこで日本では、大学事務職員（以下、「大学職員」）の業務を高度化することへの関

心が高まっている（木村 2023a）。

　山本眞一によると、日本において、大学職員の業務の高度化というテーマは、これからの大学職

員が担うべき「高度」な業務の確立と、その「高度」な業務を遂行するために必要な能力開発のあ

り方、という２つの主要観点から研究がなされてきた（山本眞一 2013）。すなわち、大学職員の能

力開発の目的は、大学職員が担うことが求められている高度な業務を遂行できるようになることと

捉えられてきたと言える。

　ここで、大学職員の能力開発を、大学職員という労働者の学習と捉えてみよう。労働者という成

人の学習（アンドラゴジー）は、子供の学習（ペダゴジー）とは異なる特徴を持つと言われており、

その一つとして、自己の経験が学習資源として重視されることが指摘されている（Knowles 1980 

= 2002: 39, 50）。また、一般的に「学習」とは、「経験による行動の永続的可塑性（渡辺 2013: 

64）」などと定義される。そうであるならば、労働者である大学職員の学習の重要な側面として、

大学職員が、自身の過去の経験を通じて、大学職員に求められている高度な業務を遂行する、とい

うような、「望ましい業務関連行動」をとれるようになることがあると考えてよいだろう。

　それでは、どのような行動が、大学職員の「望ましい業務関連行動」と言えるのだろうか。木村

（2023a）では、大学職員に求められている高度な業務として、既存業務を改善する業務や、これ

までに存在しなかった新たな業務の遂行が挙げられている。併せて、それらの業務を遂行するため、

各種経験から狭義の学習を通じて能力を高度化する必要性も指摘されている。加えて、大学職員の

高度な業務の遂行や学習の過程では、「内部顧客志向」に基づく行動が重要であることが明らかに

されている（中島 2011; 木村 2023b）。これらの行動は、大学職員の業務の高度化につながる「望

ましい業務関連行動」と言えよう。

ここで、先行研究で挙げられてきた大学職員の「望ましい業務関連行動」は、「プロアクティブ

行動」として捉えることが可能である。プロアクティブ行動とは、「労働者が自分自身や環境に影

響を与えるように行う予測的な行動」と定義される（Grant & Ashford 2008）。そして、このプロ
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アクティブ行動を、Cooper-Thomas & Burke（2012）は「革新的な行動」「フィードバック探索

行動」「関係性構築行動」の３つに整理しており、それ以外にも、「学習と自己開発活動」（Grant 

& Ashford 2008）などが、プロアクティブ行動として位置付けられている。そして、先に述べた、

大学職員の「望ましい業務関連行動」のうち、非ルーティン的業務（改善業務・新規業務）の遂行

は、「革新的な行動」にあてはまる。そして、「学習と自己開発活動」については、読書、学外研修

等への参加、大学院での学習（木村 2023a; 山本眞一編 2013）などの各種学習行動があてはまる。

さらに、大学職員にとって重要な「内部顧客志向」に基づく行動は、「フィードバック探索行動」「関

係性構築行動」に該当する。

　以上をふまえると、大学職員の学習の重要な側面として、「過去の経験」からの学習を通じて、

プロアクティブ行動がとれるようになることが挙げられる。しかし、後述のとおり、大学職員を対

象とした先行研究において、「過去の経験」からの学習とプロアクティブ行動の関係を扱ったもの

は極めて限られている。これらの関係を明らかにすることは、大学経営の重要な担い手である大学

職員の能力開発にかかる理解を深めることにつながる。併せて、各大学で行われているSD（Staff 

Development）への実践的な示唆も期待されよう。よって本研究では、大学職員の能力開発に注

目し、「過去の経験」からの学習とプロアクティブ行動の関係を明らかにすることを目的とする。

２．先行研究レビューと課題の設定

本研究の目的は、大学職員の「過去の経験」からの学習とプロアクティブ行動の関係を明らかに

することである。本目的に関連する先行研究の領域は、⑴大学職員の成長を促す経験、⑵「過去の

経験」からの学習とプロアクティブ行動の関係、である。

⑴　大学職員の成長を促す経験、について、寺﨑（2010）は、既存のSD活動を「人事異動」「階

層別研修」「外部委託あるいは専門団体による講習・研修」「大学院進学」「専門団体あるいは他大

学への出向」に分類しており、同様に福島（2010）も、大学職員の能力涵養方法として「専門学会

での活動」「教育・研修機関の活用」「資格認定制度の導入」「OJT」「キャリアパス・ジョブローテー

ション」を挙げている。そして、木村（2023a）では、Lombardo and Eichinger（2010）をふまえ、

前述の大学職員の各種成長の機会を、業務内での「業務経験」「薫陶経験」および業務外での「学

習経験」に分類している。それぞれの具体例としては、業務経験は「日常業務」「学内プロジェクト」

「他大学・他機関での勤務（出向）」、薫陶経験は「学内外のロールモデルとの交流」、学習経験は、

就職前の「大学・大学院での学習」や、就職後の「就職後の関連書籍などでの自学自習」「学外研修・

情報交換会への参加」「大学院などの教育機関での学習」などが挙げられる（木村 2023a; 木村・

井芹 2021; 山本眞一編 2013）。

このように、大学職員は、さまざまな経験を通じて成長しているものと考えられるが、経験する

ことと成長することは同義ではない。たとえば、大学職員フォーラム（2009）によると、業務別研

修とテーマ別研修、情報処理研修などは役に立ったが、「研修の意図や到達目標が明確でない」「実

践的でない」傾向のある全職員集合研修、年代別研修などは役に立たなかったと考えている大学職

員が多くなっていた。このように、経験の有無だけでは、大学職員がそれを通じて本当に成長して
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いるかどうかはわからないと言えよう。

⑵　「過去の経験」からの学習とプロアクティブ行動の関係、について、大学職員研究では、こ

の関係について検証した先行研究はほとんど見当たらない。木村（2023a）では、非ルーティン的

業務の先行要因を検証しており、その中で各種業務内外での経験についても扱っているが、検証さ

れた先行要因は「経験の有無」であり、それは⑴のレビューで指摘したように、「経験を通じた成長」

ではない。よって、ホワイトカラー研究の領域において、関連する先行研究をレビューする。

まずは、若年就業者を対象としてプロアクティブ行動の規定要因を検証した尾形（2016）を取り

上げる。同研究では、プロアクティブ行動の規定要因を、「職場特性」「職務特性」「個人特性」に

分類し、各特性を示す指標の影響力を分析している。その結果、各特性について、以下のことが明

らかにされた。第一に、職場特性としては、職場におけるコミュニケーションと革新への積極性が

有意な正の影響を与えていた。第二に、職務特性としては、Hackman & Oldam（1980）や

Morgeson &Humphrey（2006）のWDQ（work design questionnaire）を参考に採用された多

くの職務特性が有意な正の影響を与えていた。第三に、個人特性としては、集団主義や時間展望（未

来志向）が有意な正の影響を与えていた。このように、労働者個人のプロアクティブ行動は、本人

の志向やその源となる経験だけではなく、付与された職務の性質や、置かれた職場の環境からも影

響を受けている。

また、行動のモチベーションの観点からは、期待理論（Vroom  1964）が参考になるものと考え

られる。同理論によると、行動のモチベーションは、行動が結果につながる主観的な期待、その結

果の好ましさや魅力、重要性等によって規定される。同理論より、「過去の経験」からの学習がプ

ロアクティブ行動のモチベーションを喚起するプロセスを具体的に考えてみると、ある「過去の経

験」から業務につながる成長実感を得られることで、本人にとってのその経験の価値が高まり、そ

れに類似した行動が継続されることが想定される。すなわち、期待理論に基づくならば、大学職員

のプロアクティブ行動のモチベーションは、類似した「過去の経験」からの成長実感を得ることに

よって喚起されると推測される。

以上の本研究に関連する領域の先行研究レビューから、大学職員に成長を促す経験、には、業務

内での「業務経験」「薫陶経験」および業務外での「学習経験」があることが明らかにされてきた。

ここで、前節で確認したように、「過去の経験」からの学習の目的は、プロアクティブ行動に代表

される大学職員の「望ましい業務関連行動」の喚起であることをふまえると、その間の関係、すな

わち、「過去の経験」からの学習はプロアクティブ行動をどの程度促進しているのか、を明らかに

する必要がある。しかし大学職員研究では、これらの関係について検証された先行研究はほとんど

見当たらなかった。ただし、ホワイトカラー研究には、「過去の経験」からの学習とプロアクティ

ブ行動の関係を示唆する期待理論が存在している。よって、本研究の目的を達成するためには、そ

れらホワイトカラー研究の知見をふまえながら（大場 2014）、過去の「各種経験からの成長実感」

が大学職員のプロアクティブ行動に与える影響、について検証することが必要であると考えられ

る。
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３．研究の方法

3.1　分析枠組み

　本研究の目的は、過去の「各種経験からの成長実感」が大学職員のプロアクティブ行動に与える

影響を明らかにすることである。前節で確認された先行研究の到達点と課題をふまえ、本研究では、

以下の分析・考察を行う。

　まず、大学職員のプロアクティブ行動として、「革新的な行動」「フィードバック探索行動」「関

係性構築行動」「学習と自己開発活動」を設定する。なお、「革新的な行動」「フィードバック探索

行動」「関係性構築行動」を業務内の、「学習と自己開発活動」を業務外のプロアクティブ行動と分

類する。次に、大学職員の「各種経験からの成長実感」として、「業務内外の経験からの成長実感」

を設定する。

　そして、それらの関係を確認するうえで、プロアクティブ行動に影響を与えうる要因についても

考慮し統制する。職場特性としては、尾形（2016）で採用された、「職場のコミュニケーションへ

の積極性」「学習への積極性」「革新への積極性」を採用する。また、職務特性としては、各種先行

研究で検証されてきた「技能多様」「タスク完結性」「タスク重要性」「自律性」「フィードバック」

の５つの特性を利用する（駒形ほか 2021）。そして個人特性としては、尾形（2016）で採用された、

「達成動機」「時間展望」「自己効力感」「集団主義」を採用する。これらには、各種心理尺度も存在

しているものの、大学職員研究の知見を踏まえた指標を用いて測定を簡便化することを予め断って

おく。

3.2　使用するデータ

この分析のため、本研究では東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センターが、全国

の大学職員を対象として2021年２月に実施した調査データを用いる。本調査は、大学職員に「仕事

やキャリア観についてご意見をいただき、今後の大学経営における大学事務組織のあり方を検討す

ること」を目的とする調査である。全国国公私立大学の「本部」「学部」の事務職員に計4,632通を

送付し、1,983通（回収率42.8％）の回答を得た２。

本データに含まれる変数のうち、以下の変数を分析に使用する。まず、大学職員のプロアクティ

ブ行動として、「業務内のプロアクティブ行動（変数１～６）」「業務外のプロアクティブ行動（変

数７～９）」を用いる。これらは、各種具体的行動を、どの程度実施しているかの自己評価を示し

ており、分析上では従属変数にあたる。次に、大学職員の「経験からの成長実感」として、「業務

内外の経験からの成長実感（変数10～17）」を用いる。これらは、各種経験から、どの程度の成長

実感を得たかを示しており、主な独立変数にあたる。

そして、それ以外の統制変数は以下のとおりである。まず、属性変数として、変数18～22の「国

立大学ダミー」「公立大学ダミー」「男性ダミー」「管理職ダミー」「初級管理職ダミー」を、「勤務

先設置形態」「性別」「職位」の指標として用いる。職場特性として、「部署や世代を超えたコミュ

ニケーションの充実（職場のコミュニケーションへの積極性）」 「職員の自己啓発を奨励している

（学習への積極性）」「自分の意見や提案を言いやすい雰囲気がある（革新への積極性）」を用いる（変
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数23～25）。職務特性として、「職務の幅（技能多様性）」「上司は信頼して仕事を任せてくれている

（スキル完結性）」「自分の仕事と学内の他の仕事との関係が見える（スキル重要性）」「創意工夫が

必要とされる（自律性）」「仕事で関わる相手から直接の反応・評価を得られる（フィードバック）」

を用いる（変数26～30）。個人特性として、「昇進・昇格を目指したい（達成動機）」「専門にしたい

分野の有無（時間展望）」「自分に求められている成果を上げられている（自己効力感）」「現在勤務

する大学で今後も働きたい（集団主義）」を用いる（変数31～34）。

　以上の変数と定義を表１にまとめた。そして、本調査データに含まれる1,983人の回答のうち、

大学の専任職員（管理職、初級管理職、一般専任職員）である1,820人分の回答を分析対象とする。

４．分析結果

本節では、前節で設定した分析の結果を示す。第１項では、主要変数であるプロアクティブ行動

と「各種経験からの成長実感」の記述統計量および、変数間の相関関係を確認する。第２項では、「各

種経験からの成長実感」がプロアクティブ行動に与えている影響を、その他の変数を統制した順序

ロジスティック回帰分析（強制投入法）により確認する。

4.1　分析結果１：主要変数の記述統計・相関関係

本項では、主要変数であるプロアクティブ行動と「各種経験からの成長実感」の記述統計量を確

認する。まず、「業務内外のプロアクティブ行動」について、選択肢ごとの回答数・割合を表２に

まとめた。同表より、「行動_改善」や「行動_前向き」については、「あてはまる／ある程度あて

はまる」という、前向きな回答の割合が高いことがわかる。逆に、学習行動については前向きな回

答の割合は低く、金銭的・時間的コストの大きい「学習_教育機関」だけでなく、「学習_読書」に

ついても、前向きな回答は６割未満にとどまっていた。

続いて、「各種経験からの成長実感」を示す「業務内外の経験からの成長実感」について、選択

肢ごとの回答数・割合を表３にまとめた。同表より、「成長実感_日常業務」や「成長実感_出向」

については、「とても成長した／成長した」という、前向きな回答の割合が高いことがわかる。た

だし、「成長実感_教育機関」や「成長実感_薫陶」「成長実感_出向」については、そもそも「経

験がない」回答者の割合が高い（東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター 

2021）。これをふまえると、経験者に占める、「とても成長した」実感の割合が高い学習経験として

は、「成長実感_出向」が挙げられる。

なお、次項で行う順序ロジスティック回帰分析で独立変数として用いる変数間の相関係数を一覧

化した表４からは、特に強い相関のある独立変数の組み合わせは見出されない。よって、次項で行

う分析において、これらの変数を独立変数としてモデルに投入したとしても、多重共線性の問題は

生じないものと判断する。
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表１　本研究で使用する変数
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表２　従属変数の集計表（業務内外のプロアクティブ行動）

表３　主要独立変数の集計表（業務内外の経験からの成長実感）

表４　独立変数間の相関係数一覧（ダミー変数を除く）
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4.2　分析結果２：順序ロジスティック回帰分析

　本項では、「各種経験からの成長実感」が大学職員のプロアクティブ行動に与えている影響を、

順序ロジスティック回帰分析により確認する。分析モデルの従属変数はプロアクティブ行動、主要

な説明変数は「各種経験からの成長実感」であり、その他の変数は統制変数として解釈する３。

表５　順序ロジスティック回帰分析の結果（業務内のプロアクティブ行動）
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各種従属変数のうち、「業務内のプロアクティブ行動」の分析結果を表５にまとめた。同表からは、

以下の分析結果を読み取ることができる。第一に、独立変数の従属変数への影響力は、モデル間で

異なっている。たとえば、個人特性である「自己効力感」や職務特性である「自律性」は、「行動

_前向き」「行動_改善」「行動_新規」「行動_高等教育政策」に比較的大きな影響を与えているが、

「行動_助言」「行動_交流」には有意な影響を与えていない。

表６　順序ロジスティック回帰分析の結果（業務外のプロアクティブ行動）
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　第二に、「業務内外の経験からの成長実感」の影響力に着目すると、「成長実感_日常業務」「成

長実感_学内PJ」「成長実感_薫陶」「成長実感_学外研修・交流会」などが比較的多くの「業務内

のプロアクティブ行動」に対して有意な正の影響を与えていた。

続いて、各種従属変数のうち、「業務外のプロアクティブ行動」の分析結果を表６にまとめた。

同表からは、以下の分析結果を読み取ることができる。第一に、過去の「業務内外の経験からの成

長実感」と現在の「業務外のプロアクティブ行動」である学習行動の間に強い対応関係を見出すこ

とができる。すなわち、「成長実感_読書」は「学習_読書」に、「成長実感_学外研修・交流会」

は「学習_学外研修・交流会」に、「成長実感_教育機関」は「学習_教育機関」に、と、過去の経

験を通じた成長実感はそれに対応する現在の学習行動に、それぞれ強い正の影響を与えている。

第二に、「学習_読書」と「学習_学外研修・交流会」には、個人特性、特に「時間展望」「達成

動機」が比較的強い影響を与えていた。

第三に、「学習_教育機関」には、「成長実感_教育機関」以外に有意な影響を与えている独立変

数は存在しなかった。「成長実感_教育機関」のオッズ比とモデルの疑似決定係数（Nagelkerke's 

R²）の高さをふまえると、「学習_教育機関」は、ほぼ「成長実感_教育機関」のみによって規定

されていることがわかる。

５．考察

5.1　考察１：「各種経験からの成長実感」とプロアクティブ行動の関係

本項では、本研究の目的を踏まえ、「各種経験からの成長実感」が大学職員のプロアクティブ行

動に与える影響を確認しよう。

前節でも確認したように、「各種経験からの成長実感」とプロアクティブ行動の種類の間には対

応関係が見出される。「業務経験」からの成長実感は「革新行動」に、「薫陶経験」からの成長実感

は「フィードバック探索行動」「関係性構築行動」に、「業務外学習」からの成長実感は「学習と自

己開発活動」につながっている。これを、業務からの成長実感は業務遂行行動に、人からの成長実

感は交流行動に、学習機会からの成長実感は学習行動につながっている、と言ってもよいだろう。

これを期待理論（Vroom 1964）の観点から捉えると、ある努力（プロアクティブ行動）が成果（成

長を含む）に結びつくという「期待」が、特定の経験からの「成長実感」によって強化されたこと

を示していると言えよう。

期待理論に基づき確認された前段の事実は、実践的にはどのような意義を持つと考えられるだろ

うか。分析結果に基づくと、大学職員に何らかの「望ましい業務関連行動」を促すには、組織が実

施を指示したり環境を整えたりするだけでなく、本人の過去の経験に基づく「納得感」も重要であ

ることが示唆されよう。つまり、プロアクティブ行動という「望ましい業務関連行動」を実施する

ことが組織にとって望ましいというだけでなく、過去の同様の経験から、自身の成長にもつながる

という大学職員個人の期待が喚起されることで、「望ましい業務関連行動」が促進されうると考え

られるのである。

ただしここで、既述のとおり、ある経験をすることが、必ず成長（実感）をもたらすわけではな
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いことには注意が必要である。「経験の有無」と「経験からの成長」の関係については、本研究で行っ

た分析からは明らかにされておらず、今後の研究課題として残されていると言えよう。

5.2　考察２：プロアクティブ行動のその他の促進要因

　前項では、「各種経験からの成長実感」がプロアクティブ行動に与えている影響について確認し

た。本項では、統制変数である「属性変数」「職場特性」「職務特性」「個人特性」がプロアクティ

ブ行動、すなわち「望ましい業務関連行動」に与えている影響を確認する。

まず、「革新行動」に対しては、特に個人特性の「自分に求められている成果を上げられている（自

己効力感）」が共通して強い正の影響を与えていた。これは、木村（2023b）でも確認された、過

去の改善業務の成功を通じて得た「自信」が、その後のさらなる改善業務の遂行につながるという

関係を、より一般化したものであると捉えられよう。

それ以外では、従属変数ごとに影響力の強い独立変数は異なっており、「行動_前向き」には「自

分の意見や提案を言いやすい雰囲気がある（革新への積極性）」、「行動_改善」には「上司は信頼

して仕事を任せてくれている（スキル完結性）」、「行動_新規」には「創意工夫が必要とされる（自

律性）」「昇進・昇格を目指したい（達成動機）」、「行動_高等教育政策」には「管理職ダミー」「初

級管理職ダミー」が比較的強い正の影響を与えていた。

「行動_前向き」や「行動_改善」の結果からは、木村（2023b）でも確認された、職場や上司が「の

びのびとやらせて（木村 2023b: 149）」くれるような職場の雰囲気が、プロアクティブ行動を促進

することが実証的に示されたと言えよう。また、「行動_新規」の結果では、達成動機の強さが、

前例がない仕事への積極性につながっていた。そして、「行動_高等教育政策」の結果について、

木村（2023a）などの先行研究では、たとえば「定型的業務」「課題発見解決」などの業務の種類

が職位間で異なっていることを明らかにしてきた。しかし同先行研究内でも言及されているよう

に、そのような量的な観点だけでなく、質的な観点も重要であると考えられる。「技能多様性」に

よって非定型的な業務のウエイトを統制したうえでも、「行動_高等教育政策」に職位が正の影響

を与えているという本分析結果からは、職位により業務の「進め方」が異なっていることが示唆さ

れる。

続いて、「フィードバック探索行動」「関係性構築行動」である「行動_助言」「行動_交流」に

対して、前者には「国立大学ダミー」が、後者には「部署や世代を超えたコミュニケーションの充

実（職場のコミュニケーションへの積極性）」が比較的強い正の影響を与えていた。このように、

同じ業務内のプロアクティブ行動である「革新行動」とは、促進要因が異なっている様子が見出さ

れる。

国立大学ほど「行動_助言」が強いという結果は、文科省への研修やいわゆる異動官職などの制

度を通じた、国立大学間での横のつながりの影響であることが考えられる。また、コミュニケー

ションが充実しているほど「行動_交流」が促進されるという結果は、容易に納得できるだろう。

このように、交流行動に対しては、前項で確認した人からの成長実感とともに、職場環境という要

因が強く影響する結果が見出された。
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最後に、「学習と自己開発活動」のうち「学習_読書」と「学習_学外研修・交流会」に対しては、

個人特性のうちの「昇進・昇格を目指したい（達成動機）」「専門にしたい分野の有無（時間展望）」

が比較的強い正の影響を与えていた。これは、木村（2017a, 2017b）で確認された、大学職員のキャ

リア志向（専門にしたい分野の有無など）が、大学職員の学習動機に正の影響を与えているという

事実と整合している。ただし、過去の経験からの成長実感を統制したうえでも、職員のキャリア志

向が有意な正の影響を与えているという結果は、木村（2017a, 2017b）の分析には含まれなかった、

新たな知見であると言えよう。

本項の考察をまとめるならば、総じて、大学職員研究やホワイトカラー研究の先行研究でも確認

されてきたような変数間の関係が、本分析からも見出されたと言えよう。

６．まとめ

本研究の目的は、大学職員の「過去の経験」からの学習とプロアクティブ行動の関係を明らかに

することであった。その目的を達成するため、東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究セ

ンターが、全国の大学職員を対象として2021年２月に実施した第２回全国大学事務職員調査の調査

データの分析を行い、分析結果から、大学職員の「業務内外のプロアクティブ行動」に影響を与え

る要因について考察した。

本研究から得られた主要な知見は、以下の２点にまとめられる。第一に、「過去の経験」からの

学習と大学職員のプロアクティブ行動の関係を明らかにした点である。具体的には、プロアクティ

ブ行動のうち、業務遂行行動には業務からの成長実感が、交流行動には人からの成長実感が、学習

行動には学習機会からの成長実感が有意な正の影響を与えているという、過去の経験の種類とプロ

アクティブ行動の対応関係が確認された。

第二に、大学職員のプロアクティブ行動のその他促進要因を明らかにした点である。具体的には、

大学職員研究やホワイトカラー研究の先行研究において確認されてきた変数間の関係と整合的な結

果が、本研究における分析でも見出された。

　これらの結果より、大学職員が、自身の過去の経験を通じて、大学職員に求められている高度な

業務を遂行するなどのプロアクティブ行動に代表される「望ましい業務関連行動」をとれるように

なること、が重要な目的のひとつであると確認した大学職員の学習について、以下のような理論

的・実践的示唆を得ることができる。第一に、期待理論に基づく大学職員の「望ましい業務関連行

動」の促進要因を実証的に明らかにした点である。分析結果から、大学職員の「望ましい業務関連

行動」の促進要因について、期待理論のあてはまりがよいことが明らかになったが、これはホワイ

トカラー研究の知見を大学職員研究に援用する意義（大場 2014）を示しているとも捉えることが

できよう。

第二に、大学職員個人の行動変容への実践的意義である。本研究の成果をふまえると、大学職員

に何らかの「望ましい業務関連行動」を促すには、組織が実施を指示したり環境を整えたりするだ

けでなく、本人の過去の経験に基づく「成長実感」や「納得感」が重要であることが示唆される。

最後に、本研究の限界とともに、今後必要となる研究をいくつか記しておく。第一に、本研究で
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用いた独立変数は、「業務内外の経験からの成長実感」であったが、すでに第２節等でも議論した

とおり、「経験」＝「成長」ではない。「経験」と「成長」の関係と、その促進要因を明らかにする

必要がある。

第二に、本研究では調査実施上の制約により叶わなかったが、分析時に使用した各種概念につい

て、ホワイトカラー研究のように、下位尺度を作成したうえで測定・分析を行うことで、より大学

職員のプロアクティブ行動の規定要因についての理解が深まることが想定される。また、先行研究

で使用された概念そのものの批判的検討も必要であろう。

第三に、変数間の因果関係を厳密に推定できる分析手法を活用することも期待されよう。具体例

としては、変数間の因果関係をDAG（Directed Acyclic Graph）により整理したり、交絡因子の

影響を調整するための傾向スコア（Propensity Score）を用いる分析を行ったりすることが挙げ

られる。

注

１　第１節および第２節は、著者の過去の論考（木村 2023a, 2023b）を基にしている。

２　調査の詳細は東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター（2021）参照のこと。

なお、著者は本調査に研究協力者として関与している。

３　分析には、jamovi Verson 1.6.23.0を用いた。なお、以下の表に分析結果を示すすべてのモデ

ルにおいて、モデル自体はp<.001で有意であった。
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The Effect of Perceived Growth from Various Experiences on 
Proactive Behavior Among University Administrative Staff: An 
Analysis of the Second National Survey Conducted by CRUMP

Hiroshi KIMURA

Abstract

　The purpose of this study was to clarify the relationship between learning from “past 

experiences” and proactive behavior among university administrative staff. To achieve this 

objective, we analyzed the data from a survey conducted in 2021 concerning university 

staff members.

　The main findings of this study can be summarized as follows. First, it clarifies the 

relationship between learning from "past experiences" and the proactive behavior of 

university staff. Specifically, a corresponding relationship between the type of experience 

and proactive behavior was confirmed: among the proactive behaviors, perceived growth 

from work was found to have a significant positive impact on work performance behavior, 

perceived growth from people was found to have a significant positive impact on 

interaction behavior, and perceived growth from learning opportunities was found to have 

a significant positive impact on learning behavior. Second, we identified other facilitators 

of proactive behavior among university staff. Specifically, consistent with the relationships 

among variables identified in previous studies of university administrative staff and white-

collar research, the analysis in this study also found results that are consistent with the 

relationships among variables identified in previous studies of university administrative 

staff and white-collar employees.

　




